
第16回建政部セミナー、令和3年度第1 回地域包括ケア応援セミナー

居住支援に向けた住宅・福祉の連携
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住宅政策サイドの現状と課題
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【公営住宅の管理戸数の推移（全国）】

〔出典〕国土交通省「公営住宅制度について」
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12201000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu-Kikakuka/0000196081.pdf
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【公営住宅の応募倍率（全国）】

年度 平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

倍率 8.0 7.5 6.6 5.8 4.9

〔出典〕総務省「公的住宅の供給等に関する行政評価・監視 結果報告書」 4

【都道府県・市町村の公営住宅の応募倍率（抽出調査）】



【公営住宅建設年度別戸数の推移（全国）（平成27年3月末時点）】

〔出典〕国土交通省「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」 5
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【空き家数及び空き家率の推移－全国（1958年～2018年）】

〔出典〕総務省「平成30年住宅・土地統計調査」

約半数は
賃貸用の空家



7※ 国土交通省公表資料より



１「社会環境の変化」の視点

目標①新たな日常、DXの推進等目標
目標②安全な住宅・住宅地の形成等

２「居住者・コミュニティ」の
視点

（１）住宅確保要配慮者（低額所得者、高齢者、障害者、外国人等）の住まいの確保

（２）福祉政策と一体となった住宅確保要配慮者の入居・生活支援

目標③子どもを産み育てやすい住まい
目標④高齢者等が安心して暮らせる

コミュニティ等

目標⑤ セーフティネット機能の整備

３「住宅ストック・産業」
の視点

住生活基本計画（全国計画）３つの視点と８つの目標

目標⑥住宅循環システムの構築等
目標⑦空き家の管理・除却・利活用
目標⑧住生活産業の発展

○ 住宅・福祉部局の一体的・ワンストップ対応による公営住宅・セーフティネット登録住宅や、生活困窮者自立
支援、生活保護等に関する生活相談・支援体制の確保

○ 地方公共団体と居住支援協議会等が連携して、孤独・孤立対策の観点も踏まえ、住宅確保要配慮者に対する入
居時のマッチング・相談、入居中の見守り・緊急対応等の実施

○ 賃借人の死亡時に残置物を処理できるよう契約条項を普及啓発。多言語の入居手続に関する資料等を内容とす
るガイドライン等を周知

（成果指標） 居住支援協議会を設立した市区町村の人口カバー率 25％（R2）→ 50％（R12） 8



福祉政策サイドの現状と課題
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◎ 「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）
（平成２９年２月７日厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部）（抄）

改革の骨格

１．地域課題の解決力の強化
○・・・住民に身近な圏域で明らかになった課題、特に、多様・複合的な課題について、福
祉分野だけでなく、保健・医療、権利擁護、雇用・就労、産業、教育、住まいなどに関す
る多機関が連携し、市町村等の広域で解決を図る体制を確保する。住民に身近な圏域にお
ける『丸ごと』の相談体制と緊密に連携することにより、すべての住民を対象とする包括
的相談支援体制を構築する。

当面の改革工程

２．地域丸ごとのつながりの強化
● 国土交通省との密接な連携のもと、生活困窮者、高齢者、障害者などへの居住支援を進
める。
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注目！！

【厚生労働省「重層的支援体制整備事業」イメージ図】

〔出典〕厚生労働省公表資料



57.1 

39.0 

26.9 

25.8 

18.5 

収入・生活費

仕事探し、就職

住まい

病気や健康、障害

家賃やローンの支払い

生活困窮者の新規相談内容（複数回答・上位５つ）

みずほ情報総研株式会社（平成29年）「生活困窮者自立支援制度の自立相談支援機関
における支援実績の分析による支援手法向上に向けた調査研究事業報告書」

「引きこもり」の人数（内閣府調査：平成27年12月調査と平成30年12月調査）

15歳～39歳まで：５４.１万人 40歳～64歳まで：６１.３万人 ＝ 合計で100万人以上

DV相談件数（内閣府公表） 〔平成１４〕 〔平成３０〕
配偶者暴力相談支援センター（年度） ３５,９４３件 １１４,４８１件

警 察 （年） １４,１４０件 ７７,４８２件

３.１９倍

５.４８倍

〔出典〕社会保障審議会障害者部会（平成30年・第90回）
「「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築」

精神障害者の退院困難理由

（％）

【さまざまな「居住支援ニーズ」の例】
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居住が不安定な者（例）

居住の安定＋生活課題の解決＋自立支援

高齢者 低所得者
家庭不和
引きこもり

措置入所 生活保護 虐待対応
親の死亡・生活構築

居住支援

介入のタイミング
が違うだけ

（相談は突然に）
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複合的な場合あり

【居住支援で「仕事が増える」のか？】
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高齢福祉部門 14.6 

52.3 

15.2 

16.9 

1.0 

障害福祉部門 22.5 

51.0 

11.3 

15.2 

0.0 

生活困窮者支援部門 17.9 

52.0 

18.2 

11.9 

0.0 

市町村社協 29.0 

25.7 

12.9 

29.4 

3.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

既にニーズが顕在化し、政策課題となっている

まだあまり顕在化していないが、今後課題となると想定

顕在化していないし、潜在的なニーズも少なく優先度が低いと認識

判断できない

無回答

居住支援ニーズに対する認識

〔出典〕高齢者住宅財団「要援護高齢者等の居住支援・生活支援の取組に関する普及啓発等事業報告書」（平成30年度）

（％）



高齢者福祉部門 6.0 

37.7 

36.4 

19.2 

0.7 

障害者福祉部門 3.3 

38.7 

38.7 

19.2 

0.0 

生活困窮者支援部門 3.6 

47.4 

30.5 

18.2 

0.3 

定期的に行っている

必要に応じて行っている

特に行っていない

公営住宅以外の住宅部門がない

無回答

市町村の各福祉部門における住宅部局との情報連携

（％）
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〔出典〕高齢者住宅財団「要援護高齢者等の居住支援・生活支援の取組に関する普及啓発等事業報告書」（平成30年度）



困りごとの相談

居住確保に関する
課題・ニーズ

社会福祉協議会

地域包括支援センター

公営住宅
担当

相談支援事業者

対応困難
事例

自立相談支援機関
アンテナを張って
いないとキャッチ

できない

「実績」として
カウントされない

（記憶には残るけど…）

社会福祉担当
（福祉事務所）

散在して全体像が
見えていない

情報が共有
できていない
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【「居住支援ニーズ」が見えにくい構造】



居住支援の実践の視点
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供給（国土交通省/自治体住宅担当）
必要に応じて、物 を与えること。商品を市場に出すこと。

在宅福祉（厚生労働省/自治体福祉担当）
福祉の援助を必要とする在宅 者 に対して、相談支援、生活支

援、家族による世話を社会的に補う福祉サービス。

相談、情報提供など 日常生活・社会生活の相談支援 など

連続・一体化

入居

【住宅政策と福祉政策を「紐づける」 】

大家さんの
安心材料
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【住宅政策目線】

【福祉政策目線】



19〔出典〕「居住支援協議会 設立・運営の手引き」

【居住支援協議会設立に当たっての合意形成＝「居住支援」を共通言語化する】



20〔出典〕「居住支援協議会 設立・運営の手引き」

【国土交通省・厚生労働省の地方局や（一財）高齢者住宅財団等の支援によるワークショップ】
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【世帯類型別・必要と思う支援】
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0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

相談対応

不動産業者・物件の紹介

内覧同行や賃貸契約時の立会い

支援プラン作成

必要なサービスのコーディネート

事業所（法人）の借上げによる

入居支援（サブリース）

シェルター等への一時的な入居支援

引越し時の家財整理・搬出搬入支援

自ら実施

他と連携

（１）入居前の支援

（n=213）

（団体数）

※ データは、高齢者住宅財団「要援護高齢者等の居住支援・生活支援の取組に関する普及啓発等事業報告書」
（平成３０年度厚生労働省老人健康増進等事業）のアンケート（抽出）結果による。
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【参考データ：居住支援活動団体の活動の現況】



（２）入居後の支援
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34
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39

0 20 40 60 80 100 120 140 160

安否確認・緊急時対応（緊急通報・駆付け等）

定期又は随時の訪問（見守り・声かけ）

生活支援（家事・買い物支援等）

金銭・財産管理

近隣との関係づくり・サロン等への参加

近隣や家主とのトラブル対応

就労支援

死後事務委任（行政手続・関係者への連絡等）

家財処分・遺品整理

葬祭・納骨等

（３）保証業務
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23

45

51

0 20 40 60 80 100 120 140 160

賃貸契約時の保証人の引受

家賃債務の保証
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さいごに
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厚生省

社会局

保
護
課

福
利
課

住
宅
課

戦災復興院

建設院

建設省

【移管（昭和２０年１１月）】

内務省国土局

住宅・福祉連携は「原点回帰」

〔出典〕「厚生省五十年史」、「建設省三十年史」より作成

戦後の深刻な住宅不足
という歴史的に
「特異な状況」
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１．「形」を急ぐより「コンセンサス」

３．行政だけで抱え込まない

◆ 法令で強制される事業ではないので、実施方法、内容などはコンセンサスが必要。

◆ 「こうすればどこでもみんな納得してうまくいく」という特効薬はない。

◆ 観念的かつ一足飛びに「形」を作ってみても、コンセンサスがなければ「実働」しない。

◆ 行政の既存の事業（市単も含む）で活用可能なものはないか？

◆ 一方、行政だけの力で解決すべき/できる課題ではない。地域のいろいろな力を借りた仕組みづくり
が必要（地域共生社会）。

２．現場で何が起きているか？

◆ 貸し手側（不動産業者、オーナー）は、具体的に何を障壁と捉えているか？どんな支援を求めて
いるのか？

◆ 福祉の現場（地域包括支援センター、相談支援機関など）でどのような問題が起きているのか？
公営住宅申込者は、どのようなニーズを抱えているのか？
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【プロフィール】

佐賀県武雄市出身
平成7年厚生省入省。老人保健福祉局、保健医療局、大臣官房総務課、年金局、
社会・援護局 など。

〔出向〕
三条市健康福祉課介護保険準備班、総務部企画課
大分県障害福祉課参事、高齢者福祉課長
新潟大学法学部 准教授
東北大学公共政策大学院 副院長・教授

平成31年3月退官。

【参考資料】

「居住支援協議会 設立・運営の手引き」が、国土交通省のHPで公表されています。協議会設立や住宅・
福祉連携の進め方、データ、取組事例等が紹介されています。

PPT版：https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001403680.pdf
冊子版：https://www.mlit.go.jp/common/001403142.pdf

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001403680.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001403142.pdf

